
 

年 月 日

印

記

1

2 氏名 電話番号

3

最新の経営規模等評価結果通知書（経営事項審査）の写し

施工実績
資本・人的関係等のある者の同一入札への参加制限に関する誓約書

(5)
企業の手持工事の状況

 ※上記（1）～（7）に係る関係添付書類を含む。

宮古島市長 　宛

(8)

令和

入札参加資格審査申請書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

（ 工 事 第 号 ）

制限付一般競争入札の落札決定に係る資格審査書類を下記のとおり提出します。なお、地方
自治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であること並びに関係書類の内容について事
実と相違ないことを誓約します。

　工　事　名

代 表 者 氏 名

　申請書作成者

(1)
(2)
(3)
(4)

入札参加資格審査申請書

　資格審査書類

建設業許可証明書又は建設業の許可について（通知）の写し
配置予定技術者
配置予定技術者の手持工事の状況

(6)
(7)



19 年 月 日

1.

2.

3.

※

1.

※業種にかかわらず、営業所におけるすべての専任技術者を記入し、資料を添付すること。

営業所の専任技術者を証明できる資料（専任技術者証明書・専任技術者一覧の写し等）を添付するこ
と。

注意事項

商 号 又 は 名 称

注意事項

営業所の専任技術者

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

専任技術者氏名

配置予定技術者

商 号 又 は 名 称 電 話 番 号

西暦生年月日

健康保険資格取得年月日

昭和

令和

年 月 日

技 術 者 氏 名

平成

保険証等（入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有することを証明できるもの）の写しを添付す
ること。

資格者証、合格証明書等（公告した資格のみ）の写しを添付すること。

請負代金が3,500万円（建築工事の場合は7,000万円）以上の場合は、専任配置となる。

監理技術者資格を持つ者は、「監理技術者資格者証」及び「監理技術者講習修了証」の写しを添付する
こと。

法令による免許
(公告した資格のみ)

取得年月日及び番号

を記載すること



）

％ ）

）

％ ）

）

％ ）

注意事項

1.

2.

3.

4. 手持工事がない場合は「なし」と記入すること。

国・県・市町村発注の公共工事等建設業法施行令第２７条第１項に該当する建設工事の全て
を記入すること。

手持工事ごとのコリンズ「登録内容確認書」を添付すること。
コリンズ登録がない場合は次の①②③の全てを添付すること。
　①契約書の写し（工事名称等を確認できるもの）
　②協定書等（出資比率を確認できるもの）
　③配置技術者の「現場代理人等届」

請負代金額は、請負代金総額（変更契約を含む）を記入すること。共同企業体の場合は、出資
比率で按分した金額も（　）書きで記入すること。

工 期

受 注 形 態  単体 共同企業体　（出資比率

 単体 共同企業体　（出資比率

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

発 注 者

施 工 場 所

請 負 代 金 額 （ 円 ） 共同企業体　（

共同企業体　（出資比率

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

発 注 者

施 工 場 所

請 負 代 金 額 （ 円 ） 共同企業体　（

工 期

受 注 形 態

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

発 注 者

施 工 場 所

請 負 代 金 額 （ 円 ） 共同企業体　（

工 期

受 注 形 態  単体

配 置 予 定 技 術 者 の 手 持 工 事 の 状 況

（国、県、市町村発注の公共工事等建設業法施行令第２ ７条第１項
に該当する全ての建設工事が対象 ）

商号又は名称

技術者氏名



次のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

印

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

実 務 経 験 証 明 書

所 在 地

証 明 者 商号又は名称

代 表 者

技 術 者 の 氏 名

実　 務 　経 　験 　期 　間

職　　　　　名 実　　務　　経　　験　　内　　容

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

通　　　　算 年　　　　　　ヶ月

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）

年　　月から　　　　　　　　年　　月まで

（　　　　　　　　年　　　　　　　ヶ月）



）

％ （ 月末現在 )

）

％ （ 月末現在 )

）

％ （ 月末現在 )

注意事項

1.

2.

3.

4. 手持工事がない場合は「なし」と記入すること。

工 期

専 任 配 置 技 術 者

ア.随意契約の方法により契約を締結した工事

イ.予定価格(消費税込み)が200万円未満の工事

ウ.公告又は通知に「本案件は、手持ち案件とみなさない。」と記載されている工事

請 負 代 金 額 （ 円 ） 共同企業体　（　　　　　　　　　　　

進 捗 率

国・県・市町村発注の公共工事等建設業法施行令第２７条第１項に該当する建設工事の全て
を記入すること。ただし、次のア～ウに該当する工事を除く。

手持工事ごとのコリンズ「登録内容確認書」を添付すること。
コリンズ登録がない場合は次の①②③の全てを添付すること。
　①契約書の写し（工事名称等を確認できるもの）
　②協定書等（出資比率を確認できるもの）
　③配置技術者の「現場代理人等届」

請負代金額は、請負代金総額（変更契約を含む）を記入すること。共同企業体の場合は、出資
比率で按分した金額も（　）書きで記入すること。

専 任 配 置 技 術 者

共同企業体　（　　　　　　　　　　　

業 種

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

工 期

進 捗 率

請 負 代 金 額 （ 円 ）

発 注 者

施 工 場 所

専 任 配 置 技 術 者

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

発 注 者

施 工 場 所

業 種

進 捗 率

企 業 の 手 持 工 事 の 状 況

商号又は名称

工
 

事
 

名
 

称
 

等

工 事 名

発 注 者

施 工 場 所

業 種

請 負 代 金 額 （ 円 ） 共同企業体　（　　　　　　　　　　　

工 期



様式２

工 事 名

発 注 機 関 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 円 ）

工 期

受 注 形 態 単体　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体(出資比率）

規 模 ・ 寸 法

構 造 形 式

工 法

工 事 名

発 注 機 関 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 円 ）

工 期

受 注 形 態 単体　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体(出資比率）

規 模 ・ 寸 法

構 造 形 式

工 法

工 事 名

発 注 機 関 名

施 工 場 所

契 約 金 額 （ 円 ）

工 期

受 注 形 態 単体　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体(出資比率）

規 模 ・ 寸 法

構 造 形 式

工 法

備考

2　工事概要は、公告に明示された資格があると判断できる必要最小限の項目を記入すること。

3　契約金額は、契約金額総額を記すものとする。共同企業体の場合は、出資比率で按分した金額を（     ）書き
で記すこと。

工
事
概
要

会社名（代表）

工
事
名
称
等

工
事
概
要

1　記載する工事をＣＯＲＩＮＳに登録している場合は、竣工時工事カルテ受領書及び工事カルテ（一般データ、技
術データ）の写しを添付すること。

　 記載する工事がＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書の写し等、工事内容（実績）が証明できる資料
等の写しを添付すること。

工
事
名
称
等

（同一工種・同種工事）の施工実績

会社名（代表）

工
事
名
称
等

工
事
概
要

会社名（代表）



宮古島市長　宛

令和 年 月 日

印

所       在       地

商 号 又 は 名 称

代  表  者  氏  名

※なお、設計業務等の受注者及び他の入札参加者と関係がある場合、出資状況等の確認
ができる資料を提出すること。

資本・人的関係等のある者の同一入札への参加制限に関する誓約書

 ○○工事を受注するに当たり、次のとおり資本・人的関係等について相違ないことを誓
約致します。なお、本誓約書に記載した事項と事実が相違するときは、いかなる措置を
受けたとしても異議を申し立てません。

・当該工事に係る設計業務等の受注者（共同企業体の場合は、各構成員を含む。）
又は当該受注者と資本関係、人的関係又はその他同視しうる資本関係又は人的関係
がない。

・入札に参加した者との間に、資本関係、人的関係又はその他の入札の適正さが阻
害されると認められる関係がない。


